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はじめに
東京における日照問題は，その現れ方からして， 3つ
の様相に大別して捉えることができる。第1は，木賃ア
ノミート密集地帯に典型的にみられるように，過去の建築
行為（違法なものも含めて）の蓄積により形成されてし
まった日照等居住環境の劣悪な地区の問題。第2は，良
好な環境が維持されており，地域住民も現状の保全を望
んでいる地域に外部資本による高容積の中高層建物が建
てられ良好な日照等居住環境が破壊される問題。第3に
は，主として地域住民による建物の更新が周辺への影響
を考慮しなければならないような，現状を上まわる容積
でおこなわれることによって日照が阻害されてゆく問題
である。
一方，日照権紛争とは，新たな建築行為にともない，
周辺での日照状況をめぐって「建てる側」と「影響を受
ける側」との対立が，いわゆる紛争形態に至ったもので
ある。このように日照権紛争は日照問題の一部であり，
主に先の第2・第3の場合に起ってくる。また東京の既
成市街地における日照権紛争は発生地域，原因建物から
みて大別すれば，山の手地域を中心とする良好な環境の
住宅地でのマンション等建設に起因するものと，都心部
を中心とする再開発的ピル建設に起因するものと，土地
利用が混合し宅地規模が零細化している一般的市街地に
おける個々の建築行為に起因するものの3つに分類で‘き
る。
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この報告は，このような日照権紛争という形をとって
あらわれる，新たな建築行為による環境悪化問題をとり
あげ，都市計画的観点からみた解決の方向を考察するも
のである。 I部ではこうした紛争に対応すべき諸制度及
び最近の新しい動きについて検討を加え，今後の解決の
方向をさぐるとともに， E部は具体的に板橋区における
日照権紛争をとりあげ，その行政的対応策のひとつであ
る相隣問題（建築）調整員制度を実態的に明らかにす
る。
各章の執筆は， I及びIl-1～3は石田・高見沢・中
林の討論結果を中林が記述し， Il-4は，特に法的な観
点からの検討を，法学部下山瑛二教授に依頼し，執筆し
ていただいたものである。
I 日照権紛争の推移と行政制度の問題点
I-1 日照権紛争の推移と動向
(1）マンション建設状況と紛争の推移
日照権紛争は，建設工事期間中の騒音・振動・交通混
乱等とともに，で、きあがった建築物によって日照阻害・
採光阻害・通風悪化・風害・電波障害・のぞき込みなど
プライパ、ンーの侵害・圧迫感・交通量増大等の被害が発
生して，いままでの生活環境が悪化することに関する周
辺住民と建築主・請負業者との対立として表面化した。
こうした紛争は，東京における過去のピルブームの中で
その朋芽がみられ，昭和45～48年に爆発的に増加した。
昭和35年4月10日の朝日新聞は「日かげに泣く人々」「太
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陽を奪うビル・ブーム」と題して，社会面のトップにこ
の問題を報じている。本格的な日照訴訟のさきがけとさ
れる郡嶋事件もこの時期である（昭和35年12月14日最高
裁却下）。続いて，昭和38, 39年頃，東京では中高層住
宅の建設が目だつようになりマンションブームと呼ばれ
たが，初期においてはその多くは都心部に立地した高級
マンションだった。昭和42年頃からは建設戸数が増大す
るとともに企業はマンション適地を求めて区部周辺の住
宅地域の奥深くに入りこむようになり，昭和45～48年に
は建設戸数も 2万戸の水準をこえた。いずれの時期にお
表I一1 紛争状況等の推移
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いても，マンションが周辺の低層住宅の日照を阻害して
いることはあったのだが，良好な区部周辺住宅地への建
設がふえた昭和43年頃から次第に周辺住民の抵抵は強力
になっていき，いわゆる紛争の激増期となった。この紛
争の激化の中で、被害者の立場に立たされた住民は組織化
・連帯化していった。 （例えば昭和45年11月，ボーリン
グ場建設に反対する地域を含めて日照権侵害に抵抗する
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処してきている〕。こうした最近の紛争状況等の推移を
示したのが表Iー 1である。
(2）裁判における論点の推移
激増した紛争においてひとつの重要な論点は， 「日照
阻害をはばみ，日照を享受する権利」が存在するのか否
かである。日照保護，とりわけ私法上の工事差止請求の
法的構成については，土地建物所有権等の侵害としての
物権的請求権，快適な生活利益の侵害としての人格権に
基づく妨害排除請求権，その両者，さらには不法行為的
差止請求権，その他環境権のひとつ，日照権としての新
たな規定など諸説が紛糾している2＞。いずれの権利に基
くものかは未だ確定し得ていないが，昭和42年 10月26
日，東京高裁（近藤莞爾裁判長〉における，いわゆる三
田村事件の判決（昭和47年6月27日，最高裁で上告棄
却〕以後，裁判所においても差止請求を認める判決が積
みかさねられているO また，行政！？も後述する指導要綱
等で日照保護を事実上認めているし，住民も積極的に日
照権の確立を目指した条例制定運動（後述の日あたり条
例の直接請求）を展開してきた。つまり，いずれにせ
よ， 「rn:i.享受」はひとつの権利として定着されつつあ
るO （従って，この権利！を積極的に認めるならば， ミ日
照紛争ミという言い方ではなく， ミ日照権紛争ミという
べきである。）
昭和42年の前記近藤判決に始まる裁判所の日照権紛争
に対する判断は，紛争の激増とともに変遷してきてい
る。近藤判決は，個人住宅同士で，原因建物が違法建築
（二度の違法増築）とL、う紛争についてであるが，建築
基準法は隣家の日照・通風の保護を目的としてはいない
としながらも，日照・通風の確保は生活利益であると
し，被告の私法上の責任の判定にあたって，基準法違反
の事実がひとつの（被告に不利な）重要な要素となるこ
とを認めへ 損害賠償を命じた。昭和44年7月10日東京
地裁決定の高輪ハイツ事件は最初の高層マンション同土
の紛争であった。この決定は，日照阻害（6世帯は冬至
に終日日影になる）を認め保護に値するとしながらも，
「地埋性（国電品川駅より徒歩8分の至便な場所で，最
近一部に高層化の傾向もみられる）及び首都における土
地の高度利用のためには日照保護を強く要求できないこ
と，基準法上適法建築であり，この差止は相手方に莫大
な損害を与える」などの理由で，建築差し止めを認める
ほど受忍の限度をこえていないと結論した。
この時期には，日照保護の必要性は認められつつも，
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未だ基準法上の適法性が関われていたといえる。しかし
板橋区常盤台駅前（住居地域〕の紛争に関する昭和47年
9月27日・東京地裁決定では，日照阻害を理由として，
5階建の建築物の北側4階及び5階の一部の建築工事禁
止の仮処分が認められた。また，渋谷区恵比寿西1丁目
（国電恵比寿駅近く，都市計画法上の商業地域〕での紛
争に関する昭和48年6月20日・東京地裁決定では，日照
阻害のみならず，採光・通風を理由に6階建マンション
の3階以上の北側一部の建築工事禁止などの仮処分が認
められた。この決定では， 2戸が終日日影で「右債権者
両名の日影被害は本件建物を二階以下に建築制限しない
かぎり免がれ得ないことが認められるのであるが，さり
とて債権者らの受ける損害と対比するときは，このよう
な制限を課するのは妥当ではないと判断きれるので，結
局右債権者らの日影被害はやむを得ないものとして，せ
めて高層建築より受ける圧迫感を和らげ通風採光等をで
きるだけ良い条件とすることにその解決を見出す外はな
L、」＂としたので、ある。
これらの決定は，主主準法上適法な建築物に対しても，
被害者の被害の程度，地域性（環境，加害者側の事情，
先住性，建物の大きさと使用目的，結果回避の可能性，
その他（約束等〕の事実関係から，被害の受忍限度を判
断し，一部設計変更を命じたものであるが， その変更
は，建主にとって比較的軽微な損害となるよう配慮さ
れ，必ずしも設計の全面的変更をなさしめるものではな
かった。
ところが，地下鉄日比谷線六本木駅より 500Mの場所
での紛争に関する昭和49年12月13日・東京地裁決定は，
基準法上適法ではあっても，敷地の過半を占める高容積
率で増築することは， 「日照の適正な配分をめぐって，
土地の利用調整が関われている場合には，妥当な利用方
法とはいえなし、。」とし，さらに紛争の解決を困難にし
ている要因として「都市計画上の容積率の指定が高いも
のであるうえ，建築主が合法の名のもとに限度一杯の有
効利用を行なおうとすること」をあげさらに今回の基準
法改正案にみられる「容積・建ぺい率について異なる地
域に属する敷地部分の面積比を基準とした割合を限度と
してその地域の制限を適用する」出方法を是認し，地域
性等の検討から，同質地域の平均日照時聞を勘案し， 8
階建の4階以上の部分の約%に及ぶ工事禁止の仮処分を
認めたのである。この決定は，一部設計変更ではなく，
全面的な設計変更を余儀なくするものであるとともに現
行の都市計画に対する痛烈な批判を内容として含んだも
のなのである。
(3）行政・住民の対応
この間，行政の立場においても，この急増する日照権
紛争に，直接的・間接的な対応がなされてきている。住
民運動が高まりをみせ，裁判における仮処分が積み重ね
られてくるなかで，紛争の未然防止を意図する施策とし
ては，昭和45年の建築基準法改正があり，また翌46年10
月武蔵野市での宅地開発指導要綱の制定実施に始まる各
自治体での指導要綱・条例が整えられ，現在では要綱に
よる行政指導は一般化したといえる。
また，一方では，現に起きてしまった，又は未然防止
策があってもやはり発生するであろう紛争に対して，行
政の場で、の紛争処理が要請された。 （紛争に際して，最
終的には裁判で争うことが可能であり，また，裁判によ
り紛争に対する一定の方向を穣みあげていくことは重要
ではあるが叫 すべての紛争を裁判で争うことは事実上
困難で、ある。）こうした要請を受けて，昭和44年11月川
崎市では市民相談室に日照専門の窓口を設けた。更に，
この種の相談業務を一歩進めたものとして，昭和46年1
月に，板橋区は他区に先がけて「相隣問題（建築）調整
員会制度」を設置した。民間人を調整員として委嘱する
この種の制度は昭和48年度中には23区全てに設置され
た。同時に都においても，昭和47年6月，都民室に日照
相談室が開設され，同年8月直接建築行政を担当してい
る首都整備局での紛争調整もはじめられている。
また住民運動は，個別の運動から連帯し，実力行使を
も含めた運動を展開する一方，一部の地域では，昭和47
～48年の用途地域制の改正に主体的に参加し7>, 更に昭
和48年4月には，都内の有権者の1/soを超える約177,500
名の署名を集めて， 「建築行為にあたっては周辺住民の
同意を義務づける」ことを内容とするいわゆる「日あた
り条例」の制定を直接請求した。
(4）目照確保の新しい動き
昭和47,48年をピークとした日照権紛争は翌49～50年
の景気後退からくる建築量の減少（確認申請も減少〉に
より，紛争件数の減少がみられるが，確認申請件数との
対比でみると，年々その発生比率は上昇しているといえ
る。また，建築量の減少と相倹って，昭和48年4月新高
度地区，同年11月新用途地域の指定など，都市計画制度
の若干の強化もあって， （特に第1種住居専用地域・第
1種高度地区では）紛争が減少している。しかし，これ
は，紛争の根本原因が消滅したわけでも，発生を防止す
る制度・手法が完全に確立されたわけでもなく，金融の
緩和など状況の変化によって，再び紛争の多発すること
は十分に予測される。
こうした状況の中で，紛争の未然防止或いは紛争処理
の目安づくりのための新しい動きがみられる。ひとつ
は，日照の基準値づくりであり，他は同意原則の行政手
続化である。
日照基準をもうける動きは，すでに多くの指導要綱で
実施されているのだが，その立法化をめざす代表的なも
のは，東京都「太陽のシピルミニマム専門委員報告J
c, 「建築基準法の一部を改正する法律案」である。
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都の報告では2～5時間の日照を守るよう 4種類の日照
保全地域を，高度地区指定区域を中心に設定することを
答申しているへまは，基準法改正案は， 3種類の基準
を用途地域をベースに設定しようとするものであるヘ
これらは，いずれも隣地に及ぼす日影時聞を基準化した
もので，その地域で確保すべき日照時聞を示したもので
はない。なお，この都の報告及び基準法の改正案は，現
時点 (1975年10月）では制度化されていなし、。
建築にあたって周辺住民の同意を得ることも，すでに
自治体の指導要綱として実施されているところも少くな
いのだが，これを条例として制定しようとしているの
が，先述の東東都に直接請求された，いわゆる「日あた
り条例」の制定運動であるO 請求にあたり，次のように
その主張が述べられている。 「この条例案は，日照権が
基本的人権であることを明記し，都市づくりは市民が主
体とされねばならないことをかかげて，東京都民の快適
で安全な住環境を確保することを目的としております。
そのために，建築物の建築に際しては関係住民の同意を
不可欠の条件として義務づけております。地域社会の合
意なくしては，どんな都市計画も片手落ちのものであり
ます。したがって，横浜市その他の都市におけるような
日照条件の時間による規制は，都市計画の基本原則にも
とるといわなければなりません。」 10>
この条例は，昭和48年4月以後，継続審議のまま現在
に至っている。
I 2 日照等街区居住環境問題の解決の方向と制度の
問題点
(1) 日照問題と街区居住環境の整備
都市の居住環境は， q住宅そのものの質（広さや設備
など），②ごく狭い範囲の街区環境，③地域施設の整備
状況を中心とする住区環境，④広域的公害（大気汚染な
ど）や都市交通条件等の広域居住環境の4レベノレにわけ
て考えることが出来る。
このうち，街区居住環境とは極めて狭い区域内におけ
る，①建築規模（建ぺい率・容積・高さ），建てられ方
（配置・形状・方位）及びそれらに規定される日照・採
光・通風・圧迫感・景観眺望等の多様な相隣空間の質，
②細街路のパターン及び整備状況とそれに規定される行
動環境の質，③供給処理施設と住居との接点の整備状況
などを内容としている。日照権紛争は勿論，紛争にはな
っていなくとも現に日照を享受できていない地域の問題
は結局この街区レベルにおける建築規模や建てられ方が
不適切であることに起因しているといえよう。
ここで建築規模や建てられ方とし、う場合，留意すべき
は，単に基準法等に規定されているような個々の敷地に
おける建築容積や建てられ方だけでなく，街区というよ
うな区域の中における，全体としての容積・相隣関係を
含めた建てられ方が問題となるという点である。日照阻
害をはじめとする居住環境を悪化させる（恐れのある〉
建築行為の大部分が，基準法上適法となっていること
（一般に被害を生む建物は基準法上許される高さ・容積
の限度いっぱいの設計がなされており 11りそれらは周辺
の環境を収奪することによって自己の価値・環境を高め
ている12））からみればこのことは明らかであろう。
勿論「日照」は街区居住環境のすべてではなL、。しか
し「日照とは街区居住環境全般の状況を説明しうる総合
指標であり，この日照を確保することは，その結果ひろ
く居住環境の安全・健康・快適を確保することにつなが
る」との考え方は社会通念的に理解されるところとなっ
ている問。この「日照Jの効用には二つの側面がある。
ひとつはフィジカルな効果で，これは日照時間・強さに
よって享受しうるエネルギーで，光量・熱量・殺菌力な
と。の計量可能な形で表現しうるものである。もうひとつ
は精神的効果で，これは陽あたりの心地良さ，明るい雰
囲気，活発爽快な広い眺めなどで，数量的には表現しえ
ないものである。こうした日照の効用をどうみるかは未
だ議論は多いw。しかし，日照効用についてすべて自然
科学的に解明されたものでなくてもよいとの考え方が一
般化しつつあることも事実である加。つまり，日黙の効
用を厳密に規定し得なくとも，日照確保が街区居住環境
の悪化防止・維持保全を，結果的にであれ，もたらすと
考えてよいということである。要するに日照問題の解決
は，良好な街区居住環境を保全又は創出してゆくことで
あり，これは，先に述べたように街区レベルで‘考えた建
築規模や建てられ方を適切なものにしてゆくことによっ
て可能となろう。
これは， 「日照権紛争」をというより「日照権粉争を
契機として顕在化した都市構造の問題」一一街区居住環
境問題ーーを都市計画的課題としてとらえ地区整備計画
により（あるいは街づくり的に）解決しようとするもの
であり，基本的にはこのような方向が追求されなければ
ならなし、。
(2) 日照権紛争の個別的解決の位置づけ
基本的には日照問題は都市計画的解決こそ必要であ
り，正当であるといえようが，現状ではその早急な実施
は望めないであろう。都市計画を上からの押しつけて、強
行するならばともかく，実施の過程で地域居住者大多数
の合意を前提とするならば（地区整備計画はまさにそう
でなければならなし、）いかに優れた都市計画制度や手法
を準備しようとも，計画の主体たる地域住民の合意が成
立しなければ意味をなさなし、。最大限の努力をはらって
も，東京でいまただちに都市計画的手法により日照問題
の解決（紛争の未然防止も含めて）が可能なのは，良好
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な居住環境の保持されている，同質的で合意の成立しや
すい地域のみであり，土地利用の混合した，宅地規模の
零細な，同質性の乏しい多くの地域では，早急な実施は
困難であろう。
このような地域でも，将来は地域の合意、による都市計
画的解決を目指すとしても，それは個別の「日照権紛
争」に対応してゆくなかで，建主・被害者を中心に双方
の主張の対立から妥当な解決を引き出そうとする， 「個
別的解決」の積み重ねの上に始めて到達しうるものと考
える。
(3) 日照にかかわ~制度の問題点
日照権紛争の防止・解決のためにこれまでとられてき
た手法は，相互に関連をもちつつも次の三つのタイプに
大別できる。第1には，基準法の集団規定に代表される，
個々の建築に地減ごとの画一的規制を加えることによっ
て周辺環境の悪化を防ぐ方法，第2には，建主と周辺住
民の合意ないし同意の成立を建築確認の条件とし，紛争
の未然防止をはかる方法。第3には，建築にあたって紛
争の起こることは止むを得ぬとし，その場合には関係者
双方の話し合いで解決してゆく仕組みを準備しておく方
法である。まずこれらについて検討しておこう。
建築基準法の問題点
建築行為に対する規制としての集団規定のうち，形態
規制lについてみると，規制i方法は基本的にはその建築物
の敷地及び前面道路との関係における規制にすぎず，周
辺状況との関係は規定されていない16)0 隣地からの斜線
制限にしてもその隣地にどのような建物が建っているの
か，どのような建てられ方をしているかについては全く
考慮していなし、。このように「集団規定」といし、ながら
も，個々の建築のみを対象に（しかも最低限の）規制を
しているにすぎなし、。
昭和45年の法改正により，この規制内容は大巾に変更
された。専用用途地域制や容積率制の一般化，高さ制限
の原則的撤廃，北側隣地斜線制限の採用等だが，これら
も街区居住環境を維持保全する立場からいうと必ずしも
十分なものとはL、い難し、。例えば，住居系地域での 200
%を超えた過大な容積率の採用，用途地域と容積率のリ
ンクによる自由度のなさなど法の規定そのものの不備
と，指定にあたっての現状追認的高容積率化，及び狭小
宅地の増大に伴う高建ぺい率・高容積率指定要求の是
認，また現実に指定された場合の異種用途・容積率の接
する部分での日照問題の多発など多くの問題点が指摘さ
れるl7l0 
建築基準法上適法な建て方をすれば一定の環境が維持
できるのは，第1種住居専用地域のうち，厳しい形態規
制iJ （第1種高度地区で容積率60～80，%程度）の指定され
ている区域のみであるとさえいえよう。建築物の容積率
についてみると，面的に開発された高密住宅団地で，各
戸への日照時聞を切りつめ（2～3時間〕しかも数ヘク
タール以上の規模で，周辺に日影被害等の影響をあまり
与えぬよう計画的に開発しても，ょうやく 180～200.%程
度の容積率を達成するに留まっている加。従って 200.%
以上の容積をもっ居住用建築物は，いかに計画的配慮を
加えた建設がされたとしても，周辺の街区環境に悪影響
を与えないことは殆んど不可能といえる。一方，容積率f
銅jには歩止りという考え方がある。たとえ高い容積率が
指定されたとしても全部の建物がすぐにその容積率まで
建て替えられるわけではなく，街区としてみれば指定容
積率の何害ljかに留まるので問題はないとの説明がなされ
てきた加。このことは容積率と発生交通量の関係ではい
えたとしても，一棟の容積率一杯の建物が建てば日照紛
争がおこる現実をみても，日照等居住環境の面からみれ
ば歩上り論は意味をなさないことは明らかである。
こうした不備を補うべく，第2種住居専用地域の建ぺ
い率・容積率指定の低減や，前面道路巾員との関係によ
る容積率の限界の低減化及び，用途地域指定に対応させ
た日影規制基準の設定等を内容とする基準法改正案が準
備されている。特にこの改正案の日影規制jについてみれ
ば一定の前進面を持ってはいるがなお，次のような問題
点を残している。
①隣地に及ぼす日影を規制しているだけで被害を受け
る建物の日照を保証しているわけではなく，個々の複雑
な敷地条件の中では実際の被害を防ぐことができない場
合が予想される。
②小規模な建物の方が建てやすくなるので宅地の細分
化等を促進し，特に高容積率が指定されている地区では
その傾向が強まる。
③総合指標たる日照を日影時間だけで規制しても風害
．圧迫感等々の多様な住環境要素の解決には結びつき難
L、。
④原則的に住居系用途地域を適用対象地域としている
が，現実に発生している紛争の約半分は住居系以外の地
域で起きている20l0 
⑤現在指定されている用途地域を規制基準指定のベ』
スとしているが，現地域制指定時には日照問題との関連
は殆んど示されておらずその意味では日影規制lの指定が
住民の意志とは無関係になされてしまうことになる。ま
た，土地利用を比較的マク口な観点から規定している用
途地域と， ミクロな状況から多様になっている日照等の
環境条件（日照実態〉とを同ーのパウンダリーで指定す
るのは無理が多L、。
⑥日照時間帯のとり方等の技術的規定が，建築審議会
答申より後退し緩くなっているといった数値的な問題
点21＞。
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①北海道以外は一律の規制であるが，地域の状況ある
いは個々の住宅地の地形，敷地条件等に対応すべき柔軟
性に欠けている。
以上の点から，この基準法改正案が実施されても，日
照問題の解決は勿論，日照権紛争の解決にも未だ不充分
といわざるを得ない。住民運動団体には基準値設定否定
の見解が多いが，そのような住民運動に対置する形で，
基準値設定の要望が，建設業界から出されていることも
事実である22J。
勿論，基準法には以上のような問題点があるとはい
え，高度地区の都市計画決定のように自治体が独自のた
ち場で使いうる手法もある。また，各自治体は，各々の
地域状況に応じた制度を検討し，基準法の不備を補完し
てゆくことを考えてゆく必要がある。
指導要綱・条例等の問題点、
紛争に日常的に接する地方自治体は，日照に関する住
民要求に対処し，紛争の発生を避け，早急に解決に導く
ために，建築計画の事前公開・周辺住民の同意の取り付
け・日影規制基準の遵守等を確認申請にあたっての条件
づけとする指導要綱又は条例を制定し，行政指導を強化
してきた。
事前公開制度は，ある日突然に建設工事が始まること
から必要以上にもつれたかたちで発生する紛争状況に対
処するために定められたもので，東京都（建築計画につ
いての事前公開に関する指導要綱）では，昭和47年11月
から実施され，これが後に述べる調整員制度の効果的な
運営に有効となっている。つまり，紛争の解決は設計変
更による環境悪化の阻止を第ーと考えるならば，事前公
開制lによって確認前に紛争の調整ができ，設計変更の可
能性が高くなってくる。 （詳しくはE部参照）公開する
内容は，用途・敷地面積・規模（階数，高さ，延面積）
着工予定日・関係者等である。また，制度の対象となる
のは，都ではlOM以上の高きの建築物である。しかし，
後述の板橋区の事例にみられるように地域住民を中心と
する自己更新の場合の小規模な建築物（2～3階，容積
150～200%）でも紛争となるのだから，公開対象建築物
の範囲を更に拡大する必要もある。また，想定される被
害者にとって，この制度をより役立つものとするために
は，公開の有無を確認受付の条件とするのみならず，
（少なくとも確認受付後は）公開内容を確認申請書類そ
のものにまで拡げることも必要であろう。
確認にあたって建主に対し種々の条件づけを成文化し
たものが，いわゆる中高層建築物指導要綱叉は宅地開発
等指導要綱で，東京のほとんどの自治体でつくられてい
る。八王子市などのように条例として制定したところも
ある。これらの内容は基準法の枠組みを超えたものが多
く，法を超えた要綱・条例の有効性については法律学の
立場からも可（止むを得ない）とする見解29J，不可（違
法）とする見解24＇，要綱の内容が問題であるとする見
解加など議論は多L、。行政法学からの見解はともあれ，
現実の問題に対応するために自治体としてやむにやまれ
ずっくり出したものであるといえよう。また，要綱がよ
いか条例がよいかについても各々の特徴があり，一概に
は判定できないが要綱は条例に比して法的拘束力が弱L、
点は否めなし、。
各地の指導要綱，条例をみると，日照を確保させるた
めの方法として，直接日影叉は日照時間の基準値を設け
ているところと，関係住民の同意を通じてこれを行なお
うとしているところに大別できる。この「基準値設定」
と「同意原則」の二つの考え方は，日照確保の二つの対
立する考えとみられており先述の基準法改正案が前者の
立法化を目ざしたものであるのに対して， 「日あたり条
秒U の直接請求は住民運動が同意原則の制度化を志向し
たものである。しかし，基準値，同意のいずれか一方の
みで現実的な紛争の解決が可能で、あるとはし内、がたし、。
「基準値設定Jにしても住民運動の根底には，地域の環
境は地域住民の共有財産であるという意識があり，した
がって，その環境を勝手に壊す建設行為には合意し難い
とし、う思想があることを無視して機械的に基準値の適用
をすれば，結局は紛争の防止効果を持たなくなろう。一
方， 「同意原則」にしても，同意が慾意に流れる危険性
を全く否定することは出来ない。
この観点から「日あたり条例」についていくつかの間
題点が指摘できる。
①同意、のよりどころとなる基準がなく，同意が添意的
なものとなったり，金銭で日照が失われる傾向を助長す
る恐れがある。
②個々の建物に対する適否のみが問われる結果，都市
全体の開発・再開発の観点が失われる。
③現在の確認制度においても事務量が膨大であるとこ
ろに，一種の許可行政である同意手続がもちこまれで
は，現行の行政事務の限界を越えてしまう。
④関係権利者の範囲，同意の比率等，技術的な数値の
検討が不充分である。
このような問題点が指摘されるが，基準値と同意の考
え方の根底には，前者がフィジカルな日照の「配分」を
目的としているのに対し，後者は都市づくりの理念（＼，、
わば都市再生の論理）を問題にしているのである。そこ
には，建築行政は確認事務という手続が基本であって，住
民の同意をとり入れた許可事務には対処しきれない（そ
の意味では，現在の指導要綱等は行政にとっての紛争回
避のための手段としての色彩が濃いといえる〉という行
政側の姿勢と，最低水準を示す基準に対する確認では，
最低水準が最高水準に転化してしまう訳で，それこそが
今日の居住環境の危廃をもたらしてきたのだとする住民
都市の更新過程における日照問題と行政の対応
側の見解との対立がある。
なお， E部で詳述する調整員会との関連で注目すべき
は，日あたり条例で設置がうたわれている「住環境審議
会」である。同意原則の日あたり条例においても，最終
的には第三者機関による裁定を志向しているわけで，こ
れは調整員制度のひとつの将来方向を示唆するものとみ
ることができょう。
相談・調整制度の問題点
指導要綱や条例による種々の行政指導は，建築主側
（環境変容者）に対するものである。それに対して毎日
の如く起きている紛争のもう一方の当事者である地域居
住者（被害者）に対応する行政として，相談・調整制度
が準備されたのは前述のとうりである。勿論，民事訴訟
として法廷で争うことができ，その例も増えてきたが，
一般には，それに要する費用・時間や近隣住民と法廷で
争うことの感情的なしこりから訴訟という形を取らない
ことが多L、。従って身近なところでの第三者機関として
自治体レベルて、の相談・調製制度は今後とも有用な制度
であろう。詳しくはE部で述べるが，根本的な問題は，
これまでのところ，この相談・調整が，話し合いによる
日照等街区居住環境の悪化防止・改善に向けておこなわ
れたというよりは， 「紛争」の解消を第ーにおこなわれ
てきた傾向がみうけられることである。
(4) 日照等街区居住環境問題の解決の方向
昭和47年10月11日建築審議会建築行政部会市街地環境
分科会日照専門委員会による「日照問題に関する対策に
ついての中間報告」によれば，日照問題の解決のため検
討すべき施策の内容として，次の提案をしている。
1.住宅地再開発等の推進
・都市再開発法による市街地再開発事業の推進
．特定街区及び総合設計制度等の活用
－空地率とリンクした容積制限の導入
・再開発事業のプログラム的実施措置の検討
．公園等公共施設建設の推進
2.中高層建築物の建設に当たり良好な住環境を保護す
るための措置
・日照に関する基準の設定
3. 日照紛争等のあっせん等に関する措置
－特定行政庁単位にあっせん等の措置
4.その他の検討事項
・建築協定制度の整備
・日照協定（仮称）の推進
また， 「東京都・太陽のシピルミニマムに関する専門
委員報告」によれば，日照保護対策として，次の提案を
おこなっている。
1.都のとるべき措置
－条例の制定
日照保全地域（仮称）の設定，日照基準，建築主に
対する指導監督，特別保護地区（仮称）の設定，調整
等の機関
・現行制度の活用
容積率の低率化等，特別用途地区等の指定，建築協
定締結の推進，都市計画法の開発許可制度の活用
・その他
日照紛争処理共同基金の設置，住宅地再開発の推進
，モデル開発計画，公園広場等の確保，社会福祉施設
等の日照の確保
2.国への要望事項
．日照保護に関する法律の制定
・建築基準法の改正（低容積，建築協定等）
・都市再開発法及び住宅地区改良法の改正
．抜本的な土地対策の確立
この両報告での提案は，いずれも今日の日照問題に対
するひとつの解決方向を示すものではある。しかし，そ
れは，従来の都市計画の考え方の上にたった方向である
といえる。つまり，いずれも，基本的には「建てる側J
の論理によって展開されていると評することができょ
う。例えば，日照に関する規制基準は，従来の建築基準
法による建築規制l基準と同様に， 「建築物を建てるため
の基準」なのであって，地域にそれだけの日照を保証す
るものではなし、。もともと基準法は，基本的にはある建
築物を建築するにあたってその建築物が満すべき基準を
定めた法律であって，建築物一般が常に満すべき質を保
証する法ではなL、。例えば，現行建築基準法の唯一の日
照に関する規定である第29条の「住宅の居室の日照」
（住宅は……そのー以上の居室の関口部が日照を受ける
ことが出来るものでなければならなし、。）も，この条件
を満たしている住宅において，その住宅の所有者が開口
部を塞ぐ行為の結果日照を失なえば，第8条「維持保
全」の違反になろうが，他の建築行為によって，それが
失なわれることを防止する規定はないのである。
この「建てるための法」である基準法の中で特異な存
在が，建築協定の制度である。この制度は，協定の成立
手続きに関係権利者全員の合意が義務づけられているこ
ともあって，現実的には，既成住宅地での締結がなかな
か難しいのだが，住民の合意によって良好な地繊の環境
を形成し，保全しようというところに積極的な面があ
る。しかし，この建築協定も建築基準法の枠組の中の制
度として，個別の建築行為に住民の合意による規制iを加
え，良好な環境を形成し保全しようとするものであっ
て，開発・再開発・地区整備というような共同の行為に
よって環境整備をはかろうとするものではない。将来の
問題としていえば，個別建築行為をこえた，街区ないし
は住区の居住環境の問題に対する共同行為の合意、を含ん
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だ「開発協定・環境協定」というような制度を検討・創
設してゆく必要があるといえる。
このような協定の基礎となる，個別の建築行為を地区
の環境との関連で考え，地区の環境を共同行為で支えて
ゆくとし、ぅ合意への方向は， E部で述べる板橋区におけ
る紛争例の中にも，少ないとはいえその芽が見い出され
るように，現実の相談・調整の場で建主・関係住民が同
ーのテーブノレで，地域の居住環境の客観的資料をもと
に，個の問題としてではなく，街としての環境の問題を
提起し，話し合っていく努力の積み重ねの上に獲得して
いくことができるであろう。世田谷区烏山寺町地区のよ
うに， 3年来のマンション反対運動が最近和解し，その
後，建築主，マンション業者も含めた地域住民によっ
て，地域環境の保全を目指す， と環境協定ミづくりを展
開している例もある26＞。
こうした基本的な考え方，即ち，各地での具体的な日
照権紛争等を単なる個々の紛争処理に終らせるのではな
く各々の街区での居住環境形成のための合意点をつくり
出していくことが必要であるという考え方にそって，日
照等街区居住環境問題の解決の方向を検討していくべき
であろう。
地区における合意
問題解決の基本的方向で、あるとしても，すべての個別建
築行為が，このような合意なしには実施すべきではない
のか，また合意、があれば，どのような建築も可能なのか
という問題を考えておく必要がある。ここでは「基準」
と「合意」を再び問題としなければならなし、。建築基準
法では個別敷地における建築行為に関して唯一の「基
準」をきめて，これを満していれば合法として「確認」
し，満していなければ「違法」として建築行為を許容し
ない。このような制度では，法の規定が土地所有権の不
当な制限にならないようにという配慮から（と同時に過
去の水準の低さを反映して） 「基準」は，望ましい水準
を確保するためのものというより，許容しうる限界とい
う水準に近づきがちである。そして，地価高騰，都市の
過密化の中で「悪貨は良貨を駆遂し」すべての個別の建
築行為が，この一つの許容し得る限界いっぱいにおこな
われる傾向がある。
そこで唯一つの「基準」ではなく「許容し得る限界」
と「望ましい水準」の2つの基準を設けるならば「同
意」 （あるいは計画許可）と「基準」の問題は比較的う
まく処理し得るように思われる。地区環境との関連でい
えば， 「望ましい水準」とは，個別建築行為がこの基
準を守っていれば地区としての環境を損なうということ
は有り得ないという水準であり， 「許容し得る限界」は
建築行為がこれを越えておこなわれれば，いかに地区環
境を考慮し，地区全体の共同計画の一環として扱ったと
しても，環境を破壊し他の者の権利の不当な侵害になら
ざるを得ないとしづ水準である。そして，前者を満して
いる場合には，建築確認事務と同じように，当然に許可
され，後者をこえる場合には，例え地域での合意、があろ
うと不許可にされるべきであろう。なお，後者の基準は
個別建築物が常に超えてはならない限界と考えられ，し
たがってこれを超えている建築物に対しては改善の措置
が必要となろう。
この2つの基準の聞に入る部分こそ，単に個別建築行
為としてではなく，地区全体の環境等の観点から計画的
に対処しなければならない範囲である。そして，その計
画的考慮をおこなう仕組みが，関係住民の同意の義務づ
けによる地区の合意、の形成であり，行政的にみれば地区
住民の参加を前提にした計画許可制であろう。
現行の特定街区や総合設計制度は一見このような制度
のように思われるが， 「許容し得る限界」に近い数値で
指定されている現在の容積率に更に「ボーナス」をつけ
加えることを前提におこなわれているのであるから，い
くら街区レベルで総合的に判断し設計しても環境を破壊
する恐れが出て来るであろう。
(5）既に失われてしまった日照の回復を目指して
以上の検討は，いわば日照問題のうち，日照権紛争と
いう形でとらえられる問題，換言すれば，ある程度の居
住環境が保持されている場合に，できるだけそれを維持
保全するための方策についてである。しかし，東京には
すでに環境の悪化してしまっている地区も多L、。そこで
の居住環境改善の手だてとしては，地区計画として位置
付けられた再開発的手法が必要なことは言を待たない
が，日影規制も日あたり条例も前節の提案も，その手だ
ては有していなし、。
今のところ，その手法は地区改良事業ゃいわゆるころ
がし事業等で，極めて少なく問題も多い。今後は，商業
的意味あいに偏している市街地再開発事業を居住地の環
境改善手法にまで拡大してゆくことを含めて，個別の手
法が充実され，総合的手法が確立されてゆく必要が極め
て大きいことを，本報告の主旨とは若干はずれるが付言
しておきたし、。
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n 板橋区における日照権紛争と相瞬間題（建
築〕調整員制度について
lI-1 紛争の特徴と網整員制度の概要
(1）板橋区の概況と紛争の特徴
夜間人口密度・容積率・確認申請密度・夜間人口あた
りの着工床面積の4指標から，各区の状況を比較し，板
橋区を次のように位置付けることができょう。 （図IT-
l～4，表Il-1～2参照）
①千代田・中央・港の都心3区は夜間人口が少なく，
確認申請件数も少ないが，容積率は極めて高く，新築規
模（確認申請される建築規模）も大きい。都心業務地域
といえる。
②台東・豊島・新宿・渋谷・品川などの都心周辺（副
都心〉のターミナルをもっ区で，夜間人口笛度も高く，
確認申請件数も多い。容積率も都心に次いで高く，新築
規模も大～中規模が多い。都心隣接・商住混合地域。
③中野・目黒・文京は，副都心に隣接しており，人口
密度・容積率も高いが，新築規模は大～小規模である。
副都心隣接地域。
④板橋区は，北・荒川・江東・大田等とともに，人口
密度・容積率とも平均叉はやや上回る程度である。新築
規模は中～小規模が多く，工住混合地域である。
⑤世田谷・練馬・足立・葛飾・江戸川など周辺区は，
人口密度・容積率とも低い。建築活動は活発であるが，
新築される建築物は木造で低層・小規模が多い。周辺住
宅・工住農混合地域である。
板橋区の確認申請件数は，昭和45年～
46年に減少したが，昭和47年には急激に
増えている。この年度の確認申請の内容
を見ると，全件数の86%が住宅・共同住
宅・店舗等併用住宅であれ叉木造が73
%2階建以下が83%である。同年度の着
工建築物をみると，全延床面積の72%が
専用・併用住宅であり，一棟あたりの平
均着工床面積では，平家：約98rrl, 2階
建：約108rrl, 3～5階建：約513m"とな
っている。専用住宅でみると，平家で58
m", 2階建で98m"で一層小規模となる。
また， 6階以上の高層建築物60棟のうち
46棟がマンション（住居専用30棟，併用
16棟）で，特に10階以上17棟のうちでは
16棟を占めている。 lJ
以上から，大まかにいえば，板橋区の
建築状況は， 「一般に狭小宅地における
2～3・4階建の建築が多く，一方，高
層建築物は大多数がマンシヨンで、ある。」
との傾向がうかがわれる。
このような板橋区において，昭和47,
48年度に区開発課建築相談係に苦情や相
談を申し出た紛争は，建築物に直接起因
しない敷地境界等によるものも若干含ま
れるが，約400件である。 400件につい
て，原因建物の階数をみると，過半が3
～5階建であるが， 2階建以下も相当あ
ることは注目される。 （表II-3参照）
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調整員制度は昭和49年1月に千代田区に設置されたこ
とによって東京都全区にそろった。制度名称等は各区異
なるが，共通している特徴は，調整員を弁護士を始めと
する民間人に委嘱していることで，これは建築確認を行
う行政庁の立場から独立した存在として調整の場を位置
付けているからであろう。行政庁内の相談窓口である建
築相談係等においても紛争解決にかなりの効果をあげて
いるが，調整員制度は，そこで処理しきれない紛争を主
たる対象としているようである。 （表Il-5参照）
各区の制度の概要は次のように要約できょう。
①調整員3人の区が19区である。
② 各区とも弁護士を委嘱している。板橋・杉並区等4
区以外は，弁護士とともに建築関係行政経験者を委嘱
している。
③ 板橋・港・杉並区は年間20～30件の調整をおこなっ
ているが，他は10件前後と少ない。
函Il-3 区別面積あたり確認申請
件数（合計画通知， S47)
板橋区 127.4件／km'
57 
嗣：：：~：5 l'f/km' 
剛柵 126～150
鍛諮問以上
図Il-4 夜間人口 100人あたり着工床面積（S47)
E二コ 100-150 m'/100人
111111 150ー 捌
重喜捌ー糊
~~~＝~＠審制～制 ／ 
童謡母音量 600-700
c：：忍 1000ー
④ 処理件数に対する解決件数の割合は，区によって様
々だが，板橋・杉並・中野・文京区では80～90%に達
している。
⑤ 調整にあたって，調整員が和解条件（補償か設計変
更か，その内容など）の教示をもおこなう区が14区を
占めている。
⑥ 原則として，当事者双方向時にテープルにつかせて
調整をする区が多L、。
⑦調整に際して，紛争現場での検分・事情聴取，和解
の協定書書式の助言，調整期間中の確認の留保は%の
区でおこなっているが，日影図等資料の作成・提供ま
でおこなっているのは10区にすぎなし、。
⑧一定規模以下の小規模建築物に起因する紛争は調整
していない区が9区ある。
⑨調整の時，当事者の範囲は特に限定しない区が大部
第58～62サ
l千代目：＿~~央｜ 港＿I戸＼ xJi\J_：~J一一l_tJ:干J~J~1~目黒
都市研究報告58 
表II-5
大田
1 2 士護
?
1 1 建築関係学識経験
建築関係行政経験
??（ ?）?
2 
S47.4～50. 1開催日数／年数 2 / 1 ]43/ 3 39/ 21so/ 3 '56/ 3 69/ 3 '23/ 3 79/ 2 l2v 2 In/ 3176/ 3 
: 1 / o !14/ s l91/2d20／向／24:¥30/16'7/4116/11: 5 / 
1 1 その他行政学識経験
処理件数／解決数
別々の建築相談 。。。同時の建築相談調 。。。。。。。弱い調整（助言）整調
強い調整（教示）
方
。。。。。調停に準ずる法
。。。。。。。。 。。。 。。。。。。。 。。。。。。。0 。。
。。
lOM～ 
。。
〜???? ?
。。
現場検分・事情聴取
整
提供の等図影日
協定書書式等の提供
留の認、確築建内
な
都扱いを除く
定限
????
'" 廿 一定規模以上
。建主・被害者のみ当 。。。。。。。。〉??（
?
?
。しな定限事
他のそ者
てていることが他区にない特徴としてあげられる。
実際の運用は，原則的に次の点にそって行うことが申し
合わされている。
①調整に当っては3名のチーム（必ず弁護士をいれ
る）を組み，原則として，そのチームが解決（叉は打
切り）まで担当する。
② 調整の場は建築確認とは別の場であること。
③建築相談係が担当窓口で，被害者・建主双方から申
し出があった場合に調整を行い，話し合いはあくまで
当事者間で行わせる。
④調整員はこれに助言を与え，又は参考事例を提供
分である。
23区の各制度は，その内容・運営方法などをみると，
各区様々であるが，中でも板橋区と杉並区は処理件数も
多く，解決（調整しえたということ）の割合も高くなっ
ており，この制度が多用されている。
他区に先がけて設置した板橋区の調整員会は，当初は
2名の調整員を委嘱したが，その後の紛争増加に対処す
るために，昭和47年10月に業務要領を改め，調整員を6
名に増やした。調整員の構成としては，弁護士を含むと
ともに，紛争が感情的な側面に起因することが多いとし
て，建築専門家や行政経験者ではなく，一般民間人をあ
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し，お互いの立場の理解を深めさせる。
⑤第三者的に意見を述べることはあっても，調停案の
如きものを強制しない。
Il-2 紛争調整の実態
昭和47,48年度に区建築相談係に相談してきた392件
の紛争のうち， 46件が調整員会にて調整された。打切・
継続を除く和解事例40件について，被害住民代表者への
ヒアリング及び建主への郵送アンケートにより，実態調
査を行った。
(1）調整事例の概要
紛争地点（建築予定地）の地域制をみると， 1種住専
2件， 2種住専11件，住居19件，近商7件，準工5件，
商2件，工・工専なしである。 （旧用途地域では住居27
件，準工9件となる）。また，原因建築物の当初の計画
規模は，不明を除くと， 3～5階建が77%，容積率 200
%以上が約半数を占めている。 3～5階建という比較的
低い建築物でさえも容積率200%を超すものが， 31件中
14件（45%）もあり，居住環境を保持しうるひとつの限
界を容積率200%とみれば， 3階建でも十分に紛争が発
生し得る状況を示すものといえよう。 （表11-7参照）
昭和49年度への継続を除く45件に対して，延べ194回
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表II-6 調整実績 数字は件数， （）は次年度への継続を含む。
解決のI設（合計中変止更〉 設計銭変補更と｜｜ 金銭補償 Iあいさ直つの 協 定 書他 打（調切整・不継調続〉 計金 償 やりしアンテナ
一
s. 45年度 3 2 (1) 6 ( 7) 
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s. 48年度 5 4 2 i 2 (1) 15 (16) 
計 4 6 10 7 ( 5) 63 (68) 
200%未満
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表II-8 紛争発生時の工事進行状況と解決のタイプ
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の調整がおこなわれ， 1件あたり平均4.31回の調整回数
となっている。和解のパターン別に調整回数をみると
「あいさつのやり直し」は1回，「設計変更」は平均3.2
回．「金銭補償を伴う和解」は平均6.7回を要している。
(2）被害住民の実態
〈ヒアリングをおこなった33件の和解事例についてみ
る。〉
①被害住民は10～30年前から現在の場所に住んでいる
場合が多く， 10年未満は10件にすぎない。大部分が持地
持家・一戸建住宅に居住しているが，敷地面積は 100m2 
前後が多L、。また半数の被害住民は，建主と面識のある
間柄であった。
②建主等と交渉を始めた時の工事等の進行状況と調整
結果をみると，工事開始前に紛争化したケースと整地等
現場での工事が始まってからのケースは半々だが，和解
のパターンは異なる。 （表Il-8参照）着工前のケース
では設計変更による和解例が多いが，着工後のケースで
は金銭補償等による和解例が多い。また，建築計画の事
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前公開の制度が板橋区では昭和48年度から始まったが，
4事例がこの事前公開の掲示物を契機として建主との話
し合いが始められており，この制度は一応の効果を発揮
しつつあるといえる。
③区相談係に教えられる以前から調整員制度の存在を
知っていた住民は30%にすぎないが調整員会利用の動機
は， 「区の奨めにより自分で決めた」が%， 「自分から
すすんで」が%となっている。
④また70%の住民は，調整員会に多大の期待を寄せて
いた。その期待は「公平な解決を」 「住民の主張の代弁
を」などであるが，事前の期待が多大であったためか，
事後の感想としては「期待はずれ」とする住民が多く，
70%を占めた。その理由は， 「解決を急がされ充分に話
し合えなかった」 「双方の主張の中聞をとって和解させ
ようとするJなどで，被害者であるのに譲歩させられた
との印象が強いようである。
⑤住民の当初の要求は80%が設計変更・位置の変更で
あった。特に3階を2階に， 4階を2～3階に， 5階を
3～4階にとし、ぅ要求が目立つ。当初から金銭補償を要
求した事例は3件にすぎない。 （最終的に金銭補償を伴
う和解は， 14件であった。〕
⑥和解案の決まり方は， 「調整員の教示（提案）」に
よる事例が%で， 「双方の話し合い」によるのは%であ
る。前者の約半数は金銭補償による和解であるが後者の
60%は設計変更であった。なお，どうしても和解点が見
い出せなかった5件が調整打切りとなった。
⑦和解条件に対しては，住民の70%が不満足としてい
る。設計変更のケースで約半数は「満足」としている
が，残る半数は「変更しても日照が回復していない」と
して不満足のようである。一方金銭補償のケースでは大
部分の被害住民が不満足感をもっており， 「金額が少な
し、」ことも理由にあげる人が多L、。
⑧和解に至ったものの，%の事例で被害住民側は和解
条件が守られなかったと感じている。それは，設計変更
のケースでは「約束の日照が得られない」が多く，金銭
補償のケースでは「建主側が『金は払ったのだから』と
いって金銭解決以外のことがら， （たとえば工事中の騒
音）について誠意をみせなL、」が多し、。守られなかった
事柄について%の事例では「そのまま」放置されてお
り，弘が相手と話し合ってはいるが，その後解決したと
する事例はほとんどない。
⑨事前に予想していた被害が，建築物完成後「予想ど
うり気になる」が40%, 「予想以上にひどし、」が50%を
占めている。被害は風害7件，日照14件，圧迫感・寒い
4件等である。
⑩事前には予想もしなかったような新たな被害が発生
したとする住民は70;'-6'に及ぶ。新たな被害は，風害10
件，騒音5件，プライバシー侵害6件，落下物4件など
主
計
1 17 
2 4 
1 ' 3 9 
計 4 29 
である。これらは，日照と異なり事前に客観的な予測が
困難なものであるが，その後， 50%の事例ではそのまま
になっており， 40%の事例では相手と話し合ったが，結
局ほとんどが未解決のままである。
⑮再度日照権紛争に直面した時，被害住民として調整
員会を利用したいとする住民は60%に及ぶ。叉，自分が
建主の場合には利用したいとする人は%である。従って
今回の紛争で70%の住民が期待はずれとしたにも拘ら
ず，被害者・建主いずれの立場でも利用したいが%，被
害者としては利用したい%，いずれにしても利用しない
%である。建主としての利用が少ないのは， 「自分が建
てる時は周辺の人と充分に話し合L、，迷惑は絶対にかけ
ないようにする。」と考えているためである。 （表n-
9参照）
⑫自分の住んでいる周辺で許容しうる建築規模は2階
建までとする人が全体のYs.3階建までが%であり， 5
階以上でも認めるとする人は極めて少数である。
(3）建主の実態
（アンケート回収分29件についてみる。）
①調整員会の存在を紛争以前から知っていた建主は20
%で，調整員会に参加した動機は「自主的に」は%にす
ぎず， 「住民の（相手側）意志でJ%. 「区から連絡さ
れて」等%である。
②調整にあたって， 60%の建主が「積極的な期待」を
もっていた。 「仕方なく」は20%で建主も被害住民と同
様調整員会に対する事前の期待は大きし、。
③和解条件に対して， 「まあ満足」とするもの 1/10• 
「やむをえない」とするもの%， 「不満足」とするもの
%， 「大変不満Jとするもの 1/10である。また，設計変
更をした建主の80%は変更させられたことを不満とし，
被害住民約半数がその変更に満足感をもっているのと対
照的である。金銭補償ゃあいさつのやり直しの事例で
は，建主の80%はやむをえないとしているが，逆に被害
住民は90%が不満としている。
④調整員会の役割に対しては， 「期待はずれ」とする
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もの%， 「期待どうり」とするもの3/10で，住民に比べて
期待はずれがやや少ない。建主・住民ともに事前の期待
が大きいほど期待はずれの感が強くなるのはやむをえま
L、。
⑤再度，日照権紛争に直面した時は， 60%の建主が調
整員会を利用したいとしている。期待はずれの感が強い
にも拘らず再利用意向が高い傾向は，建主・被害住民い
ずれについてもみられる。 （表II-9参照）つまり「あ
まり期待はもたないが， 『話し合う場として』利用した
¥, 、。 Jとしづ冷静な判断が紛争調整の経験を経ることに
よって生れてきたといえよう。
⑥和解に際して，念書（協定書）等を取り交したかど
うかは和解内容によって異なるが，設計変更や金銭補償
の場合は70%の事例で「双方捺印」した念書を取り交わ
している。しかし「口約束だけ」とか「特には何もなし、」
というケースも見うけられる。
⑦調整後に，未解決の問題があるとする建主は%であ
る。被害住民側では，新たな被害が発生したとするもの
が70%も存在するのと対照的である。さらに建主は，こ
れら未解決の問題については住民と話しあい，すべて解
決したとする事例が多く，住民側の見解と異っている。
⑧日照権紛争に対する建主としての一般的な考え方は
「合法ならば譲らなくてよし、」とする意見よりも， 「反
対があればある程度譲らざるを得なし、」とする意見が上
まわるが， 「話し合いで納得のいく設計を」との意見は
聞かれなかった。また，今回設計変更した建主には，
「ある程度譲る」との意見の人が多く，金銭補償ですま
せた建主には「譲らなくてよし、」との意見の人が多い傾
向がうかがえるO
⑨調整員会に対しては， 「公平で適切・有意義」との
意見の反面「もっと権限を」「決定に重みを」「公平に」
などの意見も聞かれた。
(4）被害住民・建主双方からみた紛争の実態
（同一紛争について双方の調査ができた25事例からみ
る。この25件には， 2階建の紛争及び3' 4階建での設
計変更例が少ない。）
①同一紛争事例で，住民・建主ともに自発的に調整員
会の利用を申し出た事例はなし、。住民が自発的に又は第
三者の奨めて、意志、決定し，建主は区からの連絡－を受けて
参加したというのが一般的なパターンである。
②事前の期待が，住民・建主とも大きかった事例は約
50%である。逆に双方ともあまり期待していなかった事
例は20%ほどである。
③調整後の印象として，双方とも期待はずれとする事
例が約45%で，逆に双方期待どうりとの事例はわずか I
件である。 （これは，調整前に双方の，i'5し合いで設計変
更を約束していた仰lで、ある。）問題はー 力・のみ期待どう
りで一方は期待はずれとする事例が35，%と多く，やや不
表II-10 同一紛争事例における双方の意見
1. 満足度
「ぷ竺：1 満足｜不満｜計
満 足 3 3 
10 やむをえない
不満
大変不満
計
3 ! 7 
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。 。 ? ?
? ?ヮ
4 
9 16 
2. 念書の作成（建主調〕と和解の遵守（住民調〉
＼＼ 住民｜ ｜ ｜ ｜ 
＼＼ ｜守られた｜守られず｜不明｜ 計
建主 －~－ I I I I 
双方捺印
簡単な文書
口約束
6 I 15 8 
1 
2 2 
特にない 1 ' 6 
1 I 25 
3. 未解決の問題（建主調〉と新たな被害（住民調）
5 
不 1 I 明
13 11 
Lょ＼で！発ー l_,t.i:", I不明 計
問題あり 1 4 
な し、 7 1 19 
不 明 1 I 1 2 
計 15 i 8 2 25 
4. 調整員会の再利用ι＼竺［利fl-t7.>［凶l不明｜ 計
利用する 3 2 12 
し な し、 2 2 4 
司王 明 6 9 
;i 15 7 I 3 25 
公平感の残る調整結果であったとも考えられることであ
る。
④和解内容について，双方満足（やむをえなLうとす
る事例は10%であるが，双方の対立する主張を調整して
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いるということを考えれば，少なすぎる数値ではあるま
い。逆に双方不満足とするのは25~6である。しかし， 40
%の事例では建主満足・住民不満足， 25%の事例では建
主不満足住民満足となっており，公平な調整の難しさを
感じさせる。 （表Il-10, 1参照）
⑤念書の作成（建主調査）と和解の決まり方（住民調
査）をみると，調整員の教示で和解内容が決まった場合
でも，念書の作成が必らず行われているわけではなし、。
また，和解事項の守られ方（住民調査）とあわせてみる
と，双方捺印した念書をとり交わしても守られなかった
とする例が少なくないし，特に何も取り交していない場
合は大部分が守られていないとしている。 （表Il-10,
2参照〉
⑥未解決な問題の有無（建主調査）と新たな被害の有
無（住民調査）をみると，建主は問題なしとしているに
もかかわらず住民は新たな被害が発生したとする事例が
45%に達する。また，建主は全ての問題が解決したとし
ているが，住民は和解事項が守られてないとする事例も
同程度ある。これは，建主・住民への設問のしかたが異
なるため出「同一事象に対して一方は新たな被害だと
い一方は被害ではない4リとするケースと考えるより
は，建築物が周辺に及ぼす影響についての考え方が双方
で相当に異なることの現われと理解すべきであろう。
（表II-10, 3参照）
⑦今後の調整員会の再利用について，双方ともに利用
したいと考えているケースは30%で，その解決パターン
は設計変更3件，金銭補償2件，他2件であった。
II-3 日照等街区居住環境問題の解決と網整員制度
のあり方
本報告官頭で、述べたように，調整員制度に「地域住民
の合意のもとに，一定の居住環境を保ちつつ建築物の更
新を進めてゆくシステム」としての性格をも期待したの
であるが，調査結果はこの制度が必ずしもそのような性
格としてではなしあくまで「紛争を解決する」ことを
目的として機能していることを示している。しかし，「自
分が建てる時には被害をおこさないようにする」との意
見にみられるように，被害住民の側には，周辺に被害を
およぼさないとし、う範囲での建築行為（極めてあいまい
ではあるが）なら認めようという基本的な方向づけがあ
る。建主の側も，合法であれば周辺住民の同意不要とす
るものが，調整事例の約%あるとはいえ，合法でもある
程度ゆずる，あるいは周辺住民も納得する建築にしたい
としづ意見が，調整事例の約半数あったことも事実であ
る。ここには，地域住民の合意を基礎にした問題解決の
可能性が示されているといえるかもしれなし、。
しかし，問題はそう容易ではない。 I部でも述べたよ
うに，個々の建築行為にあたって相隣関係（隣接敷地，
更には近隣の区域における土地利用状況や建築物の建て
られ方〉を考慮する必要が出て来るのは，敷地容積率60
～80%を超えている場合で，かつ，敷地容積率が150%
から，せいぜい180%程度までの場合であろう。それ以
上の場合は，街区レベルで統一的計画をたて，計画的に
建てねば一定の居住環境は期待できないと考えられる。
しかし，街区レベルで，いかに統一的に設計計画して
も，街区容積率200～250%を超える場合には環境劣悪化
はまぬがれえまし、。
ところが，調整事例のうち敷地容積率150%以下はわ
ずか22%, 200 %以下でも44，%でしかない。また， 250
%を超える事例が28%もある。従って，設計変更も計画
容積の大幅な切り下げを伴わない限り，被害住民の満足
を得るように調整することは困難であろう。また計画容
積が200%程度以上の場合，仮りに1つの建築行為に関
してはうまい解決をはかり得たとしても，近接して同様
の建築行為が計画された場合には，もはや個別的調整に
よる設計変更で一定の環境を保持しうることは困難であ
る。区域内土地所有者に一定の容積で建築物の更新を認
めつつ環境を維持するという前提からすれば，これも個
別調整の範囲をこえているといわざるを得なし、。
このように見て来るならば，調整員制度が，個々の事
例の設計変更によって街区環境を維持する役割を果し得
る余地はかなり狭いといえよう。被害住民が周辺で許容
出来る建物として3～4階建程度（建ぺい率60%として
容積率180～240%）としているのは，この意味で妥当で
あるといえよう。
建築基準法上適法な建築物の容積率を大幅に削減し，
このような限度内におさまるようにすることが調整員制
度だけで可能であろうか。かなり困難であるように思わ
れる。指導要綱や地域地区制jによって厳しい枠をはめて
おくことが調整員制度の限界を考えるならば必要である
といえよう。 300%や400%というような緩い容積率の枠
を作っておいてそれに適法な建築物をめぐる日照権紛争
を調整員制度にまかせるのではなく，例えば地域地区制
で日照等居住環境がある程度の水準を達成可能な範囲に
厳しい規制を加え，その枠内は調整一一確認で，それを
超えるものは許可で扱うなどの措置も考えていく必要が
あろう。
以上の将来的な制度の位置付けのもとに，今回の調査
から制度の今後の検討事項を要約する。
① 迅速・低廉・うまい・身近な行政的解決制度として
当事者も一定の評価をしている。
② 解決の円満性は結果であり，調整の方針とすべきで
はなし、。
③ 調整員の構成は円満性より専門性の確保を目指して
いくべきである。
④ 結論を当事者が尊重するように，充分な陳述・対質
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の機会をもたせる。
⑤被害内容の客観的予測のため，調整員に資料収集の
職権を与えていくべきであろう。
⑥調整の進め方導き方に関し，調整のための基準化・
マニュアノレ化を検討していくことが必要であろう。
⑦街区レベルて、の現況資料等，客観的な話し合いの素
材の準備を進めていくこと。
⑧ 調整結果は文書化し，遵守等の事後管理もはかつて
いくべきであろう。
Il-4 調整員制度の法的位置づけについて
板橋区の「調整員j制度は，高層建築物の出現に伴っ
て惹起するにいたった相隣関係の紛争問題を解決するた
めに，独自の発案によって設けられた制度であり，なん
ら法的根拠をもたず，事実上の運営により解決をはかろ
うとする制度で，法的にみた場合にはきわめて異色の制
度というべきであろう。
しかし，他方今日においては， 「東京都判別区相隣関
係調整員連絡協議会」が結成されているほど，この制度
は普遍化している制度であるともし、し、うる。
そこで，法的根拠をもたぬにせよ，社会的にはなんら
かの機能を果しているこの制度を，全紛争解決諸機構の
中で，どのように位置づけ，あるいは，その問題点を指
摘し，また，改革されるべき点を摘示することは，法制
度の観点からも必要なことと考える。
(1）調整員制度の存在理由
①相隣関係の紛争問題にかんする今日の司法・行政的、
解決制度としては，次のごときものをf列挙しうるであろ
う。
(a) 行政相談。制度的にみた「行政相談」は，行政に
関する苦情処理機関である。
それは行政訴訟あるいは行政不服審査制度が事後救済
であり，また時聞がかかり，とくに前者は費用も嵩むた
め，簡便な方法で，低廉・迅速に問題を解決し，しかも
行政処分の下される以前にも利用出来る手続が，今日の
ごとき，高度に複雑化した社会的諸関係をもっ社会では
要求され，かかる住民の要請にもとづいて発足したのが
「行政相談」の制度であるといえよう。
しかし，この制度は前述のごとく，本来は「行政Jに
関するもので，相隣関係のごとき市民相互間の問題を取
扱うべきものではなかった。しかるに，相隣問題に建築
基準法にもとづく建築「許可」 （確認）が絡む以七そ
の建築許可そのものに対する苦情として，相憐関係の紛
争問題が提起されてくる傾向をもっている。ことに昭和
42年の東京高裁の住居地域にある建築基準法違反の二階
家屋の日照・通風妨害に対するHt｝；.賠償請求事件（東以
高裁判昭42.10. 26 i自民20 s 458）以来，日！照権の主
張は拡張し，違法建築のみならず，日照を妨害する高層
建築に対する，妨害排除あるいは仮処分が認められるに
及び，かかる相談が，相隣問題を内容とするものに及ぶ
ことが恰も当然であるかのごとくなってきている。
しかし，本来，行政そのものの違法・不当性に対する
苦情処理機構である以上，その機能には一定の限界が存
在し，その解決方法は間接的なものにならざるをえなか
ったとし市、うる。
(b) 民事訴訟。相隣関係の最終的な紛争処理は，裁判
所による正式な解決以外になL、。しかし，訴訟は，
前に触れたごとく費用が嵩み，時間がかかる上，最
大の難点は事後処理のために，既成事実が出来上っ
てしまうという点にあるO かかる意味で，現在の相
隣｜刻係の紛争処理には，必ずしも適した手段とはし、
し、ヵ、fc.＼，、。
IC) 民事調停。批在存在する法的に認められた制度の
'l＇では，民事調停法にもとづく民事調停の制度が，
もっとも適しているかも知れなし、。この制度は司法
系列で処理するものであるところから，一応制度的
には，公正さが確保されうることになっており，ま
た低廉であり，しかも手続については簡便であると
同時に，証拠蒐集に対する強制性も担保されてい
る。しかし，この制度の難点は，住民の身近な場所
で，差迫った問題を処理するには，なお手の届かぬ
場所にあるといった点にあるO
以上，このように制度的には，いろいろのものが存在
するが，結局，住民の目前に迫った相隣関題，自分の身
近で解決したいという住民の要請に，それらは応えられ
なかったとL、う結論になる。ここから行政相談を母胎に
しながらも，それとは異質な相隣関係の紛争問題を，民
事調停に類した形態で，しかも身近なところで解決しよ
うとする自治体の努力の結果生れたのが，この調整員制
度であったということになろう。
②ではこのように制度論的には自然発生的に誕生した
ともいうべき調整員制度が，今後維持されていくべきで
あるとするならば，その存在理由はどこにあるであろう
か。それは前述の調停との対比からも知りうるごとし
第ーに，住民の身近なところで，調整を実施しうるとい
う点にあり，第二に，調停制度と目的は同じであって
も，手段的により簡便であるという点が挙げられうるで
あろう。
板橋区の「相隣調整制度の効果的な運営について」を
眺めると，その効果として， 「早し、。安L、。うまし、。」
という点が挙げられうるとし、う。 「早し、」，すなわち
「相手方の要望等で日程が定まり，多くて4回，少くと
も1回で円満解決に至」り， 「1回1時間」であるし，
「安L、」，すなわち， 「裁判であると，日が長くかか
り，工事停止の仮処分等をすれば，工事全額の10～15,"0'
程度の保証金を積む必要」を避けうるし， 「うまし、」，
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すなわち， 「裁判では，どちらが勝っても両者に感情問
題が残るが，和解は，その場で『どうぞ今後共よろし
く』で終る」ということが挙げられている。
これらの調整員制度の効果として考えられたもののう
ち， 「早い。安い。」は現実に認められるのが， 「うま
い」という点は，今回の実態調査の結果に照してみて，
かならずしも文字通り受取ることは出来なし、。 （調整の
結果を「不満」とするものが相当数いるということを考
慮せねばなるまし、。〉しかし，それと共に看過しえない
事実は，相隣関係の紛争問題の「再発生」に当っては，
なお再利用を欲する数が上廻っているということであ
る。不満足であっても再利用したいとする数が相当ある
という事実は，結局，現実の問題を解決しようとする場
合に，それ以上の有効な機関がないということを意味す
るものというべきであろう。
そこで，調整制度は， 「早い。安L、。」と共に身近で
行われるということにその存在理由を認めうることをま
ず確認し，その上に立って，具体的に，その解決手続の
有効性を担保するために，どのような点を整備すべきか
ということを考察してみなければならなし、。
(2）調整制度のあり方
①調整方針。ところで調整制度に関してではないが，
調停制度についての存在理由については，これまでもし
ばしば論ぜられてきている。そして，このことは調整の
場合にも参考になるであろう。いま調停制度の存在理由
の主たるものを挙げれば，（a）簡易迅速低廉性，（b）円満
性，（C）妥当性のいずれかを挙げるのが通例である。この
うち，（a）については，前にかなり触れたところなので，
ここでは省略し，（b)(c）について若干触れておきたし、。
まず円満性という点については，かなり厳しい批判の
あることを紹介しておかねばならなL、。それは第ー に，
現在の住民の意識が，円満な解決を志向することより，
権利意識とそれにもとづく合理的解決を志向する型に向
いつつあるということが挙げられている。第二に，現在
の紛争は，家主と借家人といった継続的関係にあるもの
の紛争に限定されず，したがって，円満性を強調しうる
社会的基盤が脆弱化しつつあるということ，第三に，公
的機関の介入は，すでに私的解決によって円満に解決し
えない状況の下に発生していることなどが挙げられてい
る。 （佐々木吉男，調停制度・仲裁制度の現状ー調整制
度一「現代の裁判」現代法5,222～3頁）。
このことは単に調停制度の存在理由として「円満性J
を挙げることにたいする批判で、あるのみならず，本テー
マの調整制度の場合にも該当しうる批判と考えられる。
したがって「円満性」ということは，結果的にもたらさ
れるべきもので，方針として採択されるべきものではな
いということができるであろう。
次に（C）の「妥当性」ということであるが， 「妥当性」
を調停制度の存在理由として挙げる有力説は，訴訟にお
いて適用法規を欠くとしづ場合をさらに細分化し，収）適
用すべき法が実際に存在しない場合，（ロ）適用すべき法は
存在するが，具体的事件を解決するに不十分である場
合，付適用すべき法は存在するけれども，それを適用す
ることが不適当なので適用すべきでないと考えられる場
合に分ける。そして，げ）は条理による裁判が，（ロ）は適用
すべき法のわくの範囲で条理による裁判が可能である
が，付の場合には，条理による裁判が可能であるとして
も，適用すべき法が存在しないとみたり，あるいは，当
該法の解釈という名目で行われなければならぬという擬
制が必要であり，ここに調停が発生し，しかも，条理を
直ちに萎準となしうるとしたところに，訴訟と異なる利
点があると主張する。 （前掲223～4頁）しかし，この
ような有力な主張に対し，さらに前記（イ）納付とL、う事象
のように載然たる区分は不可能であるとし、う批判もあ
る。そして，わたくしもこの批判は，正鵠をえており，
調停は付の場合に限定される理由はないようにおもわれ
る。
では，かかる批判者は，調停制度の存在理由を何にも
とめているかというと，訴訟が一定の法定手続を前提と
する以上，その法制度の「限局性」に拘束され，相対的
・間接的・部分的で・あり，生活現象たる民事紛争を，直
接的かつ全体的に対象として，公正なる解決を計ろうと
するときは，調停制度のごときものが要請されざるをえ
ないという。 （前提224～5頁〉。
このように眺めてくると，この調停制度の存在理由は
調整備l度にも妥当する。生活現象として生ずる相隣問題
も，従来の解決機構では不十分であり，解決の妥当性を
確保せんとするならば，それを全体的直接的に捉える必
要があり，その住民の要請に応じて発生したのが，この
調整制度であるとするならば，その手続は全体性直接性
というファクターを包摂するものでなければならず，そ
こに妥当性が結果するということになるであろう。
そこで以下，構成・手続・調整後の処置につき，前記
観点から若干の問題点を指摘してみたいと考える。
②構成。調整制度が紛争解決の機構である以上，第一
の要件として，紛争に利害関係をもたぬものによって構
成されるということが要求される。この点にかんする現
実の状況を知ることはできないが，一応確保されている
という前提で論をすすめてみたい。
そこで次に前述のごとく，調整制度が，その紛争状況
を直接的・全体的に把握して処理するものでなければな
らぬとするならば，その状況を分析しうる「能力」をも
つものがその委員にならねばならない，ということが要
求されてくる。
そこで板橋区の場合，かかる調整員に委嘱されるもの
を眺めてみると， 「相隣問題（建築）調整業務要領」の
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「5委嘱」の項で， 「①弁護士の資格を有する者2名」
「②板橋区民のうち建築問題等に深い知識を有するもの
4名」ということが規定されている。
かかる調整に当っては，いろいろの視点から問題の解
析を行わねばならぬが，その問題の法的枠組と，両当事
者の言い分を公正に聴く手続を運営していくことが出来
うるものとして，制度的に弁護士の資格を有する者が挙
げられているのは妥当であろう。さらに，そのことを前
提として，建築問題等に深い知識を有するものを構成員
としていることも，制度的には妥当であるといえる。
しかし，他方板橋区の「相隣調整制度の効果的な運営
について」の「三，調整員」では， 「人柄による組み合
せが，解決を早めるポイン卜である。調整員の一組の人
数は， 2～3人が最適。調整員の選出は，弁護士，人権
擁護員，簡裁調停員，お寺の住職や神主等が適する」と
述べられている。この考え方には若干の疑問がある。各
調整員が公正な判断をなしうる者であるべきことはいう
までもないとして，パネノレが「人柄による組み合せ」を
主眼としたことにたいしては，前述の「調整方針」の項
の「円満性」にたいする批判がこの箇所でも妥当するこ
とになると考える。かかる調整制度が事案を大量的合理
的に処理することになる場合には，当然，制度論とすれ
ば，その専門技術性を生かした組み合せで、ならねばなら
なくなるからである。
もちろん，かかる調停・調整には，いろいろの型が存
在しうるし，また，型を考えることが有効である場合も
多い。しかし，本テーマの相隣問題の調整にかんして
は，法的問題，すなわち，権利義務問題の他に，事実問
題の複雑性が絡らんでいるo したがって，これらの事実
問題の解明にかんしては，専門家の知識に侠っところが
多いといわざるをえなし、。
現実に，かかる理念が貫徹しうるか否かは，その他の
社会的諸要因に規定されるところも多いが，一応制度論
として考える場合には，次に触れる手続の公正さと構成
員の専門性への信頼の二つが担保されるよう構成される
以外にないであろう。
かかる見地に立てば，板橋区の前記の「効果的な運営
について」において挙げられた構成は，かならずしも妥
当ではなく， 「相隣問題（建築）調整要領」の見地に立
って構成され，パネルが組まれるべきで、あると考える。
③手続手続にかんしては，調整という手段が，調整
結果を担保する手段をもっていない，ということを念頭
において，手続のあり方を考察するということが重要で
ある。換言すれば，結論が当事者によって尊重されるこ
とがあるとするならば，かかる手続により導き出された
結論ならば，当事者としてそれ以上争うことが不要であ
るという意識をもたせることが重要であろう。したがっ
て，かかる事実上の合意が権威をもつように手続をどう
進めるかということは，制度論としては大切なことがら
である。
いまその手続上，重要視されるべきポイントを若干挙
げれば次のごとくである。
(a) 当事者の言い分を十分に陳述しうる機会が与えら
れなければならなし、。
(b) 当該紛争事案において，当事者のどちらの主張が
より合理的かを明らかにしうるため，相手方の主張
・証拠に対する対質の機会が与えられねばならな
い。ただし，司法手続と異なるため，その手続の進
行は，堅苦しくない雰囲気の下でおこなわれねばな
らなし、。
(C) 当事者の一方である住民が，しばしば専門的知識
を欠くため，調整員の職権探知主義による証拠蒐集
方法も認められるべきで、ある。
(d）立証にかんする方法は，司法手続の場合のごと
く，厳格な方式によるべきではなく，場合によって
は討論的やりとりで行われてもよいが，原則とし
て，現状変更を惹起させる要素をもっ側が，その被
害をうける側に対し，その侵害的影響を最小限度に
くいとめうるかということについて，資料を提供
し，説明するようにせねばならぬ。
（巴） 調整は補償よりは設計変更を目標とすべきであ
り，やむをえない場合に補償による解決をこころみ
るべきであろう。
④調整後の処置。調整の結果は事実上の和解にすぎな
いので，その実効性を担保するために，できるかぎり文
書によって，その合意事項を記述しておくのが適当であ
る。そして，その写は当局で保管しておくべきであろ
う。
また，合意、事項の実効性を調査しておくことが，調整
を実施する当局の責務の範囲内であると考えられるの
で，時々追跡調査することが調整の参考となろう。
(3）今後の調整員制度
前にも触れた「相隣調整制度の効果的な運営につい
て」においては， 「相隣調整制度がし、かにうまく運蛍さ
れても，これらの諸問題は永久不変に，この方法の上に
あってはならないと思う。つまり，この制度は，今後日
照権，電波障害保証権等，法律が制定される迄の暫定処
置と考えるべきで，それ迄の聞は， （人の心と心のつな
がり，考え方等，）良きアドパイザーとして運用されるべ
きでなくてはならないと思う」と指示されているO この
指摘のうち，調整制度が法的根拠をもたぬ以上， 「暫
定j的なものにならざるをえぬとした点は妥当なものと
いいうる。
しかし，前述のごとく，調整は民事調停とその存在意
義においては同類であるが，民事調停の欠陥・不適合性
の点をカバーするために生れてきたものである。したが
都市の更新過程における日照問題と行政の対応 67 
って，今後の調整制度を考える場合に，この調整制度の
ポイントである住民に接近したところで調整がおこなわ
れるとし、う仕組みは維持されねばならないだろう。その
上に立って，かかる調整員制度を法制化し，手続的保障
をあたえ，審判所的な機構へ発展されうることが望まし
し、。
②しかし，今後の相隣関係の紛争を未然に防止するた
めには，徽密で，しかも，住民のためになる都市計画の
たてられることが前提となる。かかる計画は多数住民に
関係するので，それが有効に機能するためには，いわゆ
る事前手続，すなわち，地域住民に計画案を提示し，決
定前に利害関係者に異議申立の機会を与える等の手続が
不可欠である。これらの手続は，西欧社会ではすでに有
効に機能している。
調整員制度も，事後救済よりも事前措置において機能
する制度に発展することができれば，より一層有効にな
ろう。
註
l〕確認は，計画通知も含めた数字（板橋区調査資料〉
着工は，昭和47年1月～12月の合計（建築統計年報
．東京都1973〕
2〕新用途地域の板橋区での割合は， 1専11.%, 2専35
.%，住20.%，近商5.%，商5.%，準工18.%，工・工
専6%で，東京都の区部全体と比較すれば， 1専が
少なく 2専・住居が多く，土地利用が混合している
ことをうかがわせる。
3）住民に対しては， 「建物の完成後予想もしなかった
ような問題が発生したか」を問い，建主には「調整
後も未解決の問題があるか」を問うたもの。
4）全紛争事例（392件）に対する郵送アンケート調査
によると，被害者側が実感する被害項目より建主側
の認める被害ははるかに少ないとの結果が出た。
「板橋区の日照等紛争に関する調査書」
（板橋区建築部・都立大都市計画研究室，昭和50年
9月）参照。
